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2　働き方改革の推進

【提言･提案事項】
(内閣府.厚生労働省)

働く人の視点に立った働き方改革
｢働き方改革実行計画｣を早期に実現するためには.国の責任において法制度等を充実し.業界団体へ普及させることのほか.地方で

働く人の視点に立って取組を進めることが重要であることから.改革を地方の中小企業･小規模企業等にも根付かせるため.地方自治

体を実施主体として複数年にわたり実施できる､新たな国の委託事業を創設すること｡

地方の実情に応じた女性の活躍推進
1 ｢地域女性活躍推進交付金｣の国庫負担割合の引き上げや制度の拡充など地域の実情に応じた事業推進のための十分な財政的支援

を行うこと｡

2　女性活躍推進法に基づく｢事業主行動計画｣の策定義務を有する企業について.常時雇用する労働者の数を｢300人を超える｣から
｢100人を超える｣へ対象を拡大すること｡

医師の確保および看護職員の教育の充実に向けた取組
1　医師の不足･偏在を解消するための制度改革

(1 )新たな専門医制度について.医師の地域偏在,診療科偏在の拡大を招くことがないよう.地域医療への配慮など諸課題に

配慮すること｡

( 2 )地域医療確保のための奨学金など都道府県が実施する医師の確保に関する事業に対し.地域医療介護総合確保基金による支援
を継続するとともに､長期的な観点から十分な財政支援措置を行うこと｡
(3)子育て中の医師･看護師等が就業を継続し.働きやすい勤務環境づくりを促進するため.勤務環境改善に取り組む医療機関を支

援するための公的な認証制度を国の制度として創設すること｡

(4)短時間正規雇用等の多様な勤務形態の導入や.子育て中の医師･看護師等の就労継続･復職支援等に取り組む医療機関に対する

評価を公益財団法人日本医療機能評価機構が行う病院機能評価や診療報酬へ反映すること｡
2　看護職員の確保･育成と教育の充実

今後の医療･介護･福祉･保健を担う質の高い看護職員の確保･育成のためへ勤務環境改善の推進とともにへ卒前･卒後を通した教

育の充実が必要であり.卒前教育においては.看護師等学校養成所の教育環境に配慮しながら.専門分野の増加に対応するため.修業

年限の延長を含めた看護基礎教育の見直しを行うこと｡

また､卒後教育においては､多様なキャリアデザインを支援するための研修事業に対し､十分な財政支援を行うこと｡
3　医療･介護分野で幅広く活躍できる人材の確保,育成

医療,介護従事者が意欲と能力に応じて.複数の職種にまたがる業務を機動的かつ円滑に実施することができるよう.医療･介護の
資格取得に必要な基礎教育内容の共通化や単位互換の検討を進めること｡
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《現状･課題等》

働く人の視点に立った働き方改革

○　国においては､ ｢働く人の視点に立った働き方改革｣を実現するため､平成29年3月28日｢働き方改革実行計画｣を策定し､今

後､法制度の充実や､業界団体への普及など､ ｢働き方改革｣に向けた取組を強化していくことが期待されるところです｡

三重県内の中小企業等を対象に実施した調査において､ワ-ク･ライフ･バランスの推進に取り組んでいる事業所の割合は増加傾

向にある｣方､規模が小さい企業ほど積極的な取組が少ない傾向にあります｡

このため､本県では､働く場の質を向上させ､魅力ある働く場を提供し､人口減少に歯止めをかけることで地方創生につなげると

いう考えのもと､いち早く｢働き方改革｣に取り組んできました｡中小企業等における職場環境の整備を進めるとともに,労働生産

性の向上や優秀な人材の確保など経営戦略としてのワ-ク･ライフ･バランスを推進するため､企業へのコンサルタント派遣等に取
り組んでいます｡その結果,県内の中小企業等において､ ｢業務の平準化による時間外勤務の削減｣､ ｢業務ロスの削減による生産性

向上｣､ ｢適切な評価による社員モチベ-ションの向上｣などの成果が出ています｡また､今年3月30日に全国各地の企業担当者や

自治体職員等を集めた｢働き方改革｣シンポジウムが本県で開催され､こうした取組が紹介されたところ､多くの方から評価をいた
だきました｡

さらに､陣がい者雇用の促進､ ｢みえの育児男子プロジェクト｣による男性の育児参画の推進､子育てと仕事の両立支援等に取り

組むとともに､今年4月には､多様な人材が社会参画し活躍できる社会づくりを進めるため､全国の都道府県で初めて､ ｢ダイバ置
シティ社会推進課｣を設置しました｡

働き方改革を中小企業等や地域社会に根付かせるためには､地方の実情に応じて､地方が主体となった実践的な取組が重要です｡
このため､地方自治体が実施主体として複数年にわたり実施できる､新たな国の委託事業により,効果の高い取組をモデル事業とし

て全国に展開することが必要です｡

(参考:既存のスキ-ム)

地域創生人材育成事業　厚生労働省委託事業:国10/10､最長3年間･年間上限額3億円/都道府県
H27へ29予算総額135.4億円採択25県(H27三重県採択)
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地方の実情に応じた女性の活躍推進

1本県では､ ｢地域女性活躍加速化交付金｣ ｢地域女性活躍推進交付金｣を活用し､地域経済団体等と連携して｢女性の大活躍推進三

重県会議｣を設け､県内企業･団体等に加入を働きかけるとともに､女性活躍に取り組む企業等へのアドバイザ-派遣や男性の意識

改革に資するセミナ-の開催､女性のキャリアアップ支援など､女性活躍の機運醸成につながる様々な取組を進めています｡

女性が活躍するためには､国の第4次男女共同参画基本計画にもあるとおり､将来指導的地位へ成長していく人材の層を厚くする
必要があるなど､短期間の取組ですぐに成果が出るようなものではなく､中長期にわたり継続的に取組を行っていかねばなりません｡

これまで毎年度補正予算対応であった｢地域女性活躍推進交付金｣が､平成29年度当初予算で計上されたことは財源確保の観点か

ら大変意義があるものの､国庫負担割合が8/10から1/2に引き下げになるとともに､予算額は2.5億円の確保に留まっています｡

地方の実情に応じた女性の活躍推進のためには､ ｢地域女性活躍推進交付金｣の国庫負担割合を引き上げ　制度の拡充を図るとと

もに､十分な財源確保による国の支援が必要です｡

2　平成28年4月1日に女性活躍推進法が完全施行され､常時雇用する労働者の数が301人以上の大企業は､自社の女性の活躍に関

する状況把握･課題分析の上､数値目標と取組を盛り込んだ｢事業主行動計画｣の策定･届出･周知･公表が義務付けられました｡

法の完全施行から約1年が経過し､本県では,義務化されている企業の計画策定率が100%である｣方､義務化されていない300

人以下の中小企業の計画策定は､ 50社と少ないのが現状です｡ (平成29年2月28日現在)

しかしながら､ ｢事業主行動計画｣の策定にあたっては､採用者に占める女性の割合や男女別の平均勤続年数､管理職に占める女

性の割合など自社の現状把握とそれに基づく目標設定を行うなど､職業生活における女性の活躍を進める上では､要となる非常に有

意義なものであることから､策定義務の対象企業を段階的に拡大していく必要があるものと思われます｡

そのため､常時雇用する労働者の数が100人を超える企業へと対象を広げるよう制度改正を求めます｡
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医師の確保および看護職員の教育の充実に向けた取組
1　医師の不足･偏在を解消するための制度改革

専門医制度については､専門医の質を高め､良質な医療が提供されることを目的に､平成29年度からの研修開始に向けて､日本
専門医機構において専門研修プログラムの審査,認定等の手続きが進められてきました｡しかしながら､地域医療の崩壊を危惧する
意見等があることから研修開始時期が1年延期され､平成30年度から｣斉開始の予定となりました｡

医師を確保･育成していくため､県内に勤務する意志のある医学生に対して修学資金を貸与していますが､医師修学資金制度を
維持していくには安定的な財源確保が必要です｡そのためには､地域医療介護総合確保基金など十分な予算確保が望まれます｡

医師や看護職員をはじめとした医療従事者の勤務環境の改善を図るためには､医療機関の主体的な取組を通じて､妊娠時･子育て

時の当直免除､短時間勤務に係る制度整備や保育施設の整備等を図りつつ､制度や施設の活用を促す職場の雰囲気づくりなどの勤務

環境改善に取り組む必要があります｡改正医療法により､平成26年10月から各医療機関管理者に対して勤務環境改善に取り組む努

力義務が課せられることとなったため､全国的にアドバイザ-派遣などの総合的な支援を行う医療勤務環境改善支援センタ農を設置
し､医療機関の勤務環境改善に向けた自主的な取組が促進されるよう取組が進められています｡

本県では､平成27年度に県の公的な認証制度である｢女性が働きやすい医療機関｣認証制度を創設し､現在､ 8つの医療機関を

認証しています｡さらに､勤務環境改善の取組を進めるため､改善部分がある医療機関に対しては､三重県医療勤務環境改善支援セ
ンタ置の医療労務管理アドバイザ- (社会保険労務士)が助言･支援を行っています｡引き続き､当該認証制度を通じて､医師や看

護師等の働き方の改革を進めていくためには､認証制度の審査項目の見直しなど評価内容の精度を高めていくとともに､病院機能評

価や診療報酬への反映など国全体で取り組む必要があります｡
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2　看護職員の確保･育成と教育の充実

本県では毎年1割程度の看護職員が離職している現状があり,その理由として｢労働条件への不満｣があると考えられ､勤務環境
の改善の推進が必要です｡看護職員の教育体制では､卒前教育において､実習施設の不足や学習カリキュラムの過密さといった課題

があり､看護実践に充分な教育を行うことが困難な状況となっています｡カリキュラムの見直しにあっては､こうした実態をふまえ､

年限延長を含めた抜本的な検討が必要です｡また､県が実施した｢キャリアアップ形成に関する調査｣において､約6割の看護職員
が｢キャリアデザインがない｣と回答している実態があることから､卒後教育においては､多様なキャリアデザインをサボ置トする

体系的な教育体制の拡充が必要となっています｡

3　医療･介護分野で幅広く活躍できる人材の確保･育成

医療･介護の多様なニ-ズに柔軟に応える体制を構築するため､医療･介護･福祉全体を見渡し､地域包括ケアを担う人材として､

看護師やリハビリテ-ション職などのコメディカル職から介護福祉士や社会福祉士などの介護･福祉職まで､幅広い職種間の基礎教
育内容の共通化や単位互換などの検討を進める必要があります｡

県担当課名　雇用経済部雇用対策課へ　環境生活部ダイバ-シティ社会推進課へ　健康福祉部医療対策局地域医療推進課

関係法令等　労働基準法.男女共同参画社会基本法.女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

健康保険法へ　高齢者の医療の確保に関する法律へ　保健師助産師看護師法　保健師助産師看護師学校養成所指定規則
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《現状･課題等が

東京オリンピック･パラリンピックへの食材供給を通した農業の競争力強化
1東京2020オリンピック･パラリンピック競技大会への県産農産物等の供給をめざして､県では国の支援事業｢国際水準GAP等取

得拡大緊急支援事業(平成28年度補正)｣や｢GAP体制強化･供給拡大事業. (平成.29年度)｣等を活用して,国際水準GAP等の指

導人材の育成や国ガイドラインGAPの認証体制の整備､ GAP認証取得に向けた産地の体制整備等を進めています｡
こうした取組は､同競技大会はもとより､県産農産物等の輸出促進や消費者ニ-ズの多様化等を見据え進めることが重要であり､

都道府県が国際水準GAPの認証取得に向けた体制を整備し､生産現場において的確な普及指導に取り組めるよう､都道府県に対す
る支援の継続･強化が必要です｡

2　国際水準GAP (グロ置パルGAPおよびJGAPアドバンス)の認証を取得するためには､毎年度の認証費用や残留農薬等の分析に

加えて､ ICTによる記帳技術の導入や認証対応のための施設改修等も必要になることから､産地を対象にした初期段階における総合

的な支援を継続･強化することが必要です｡
3　国内では､海外と比べてGAPに対する消費者の認知度が低いことから､国際水準GAPに取り組む農業者等の努力が評価される

よう､東京2020オリンピック･パラリンピック競技大会等を活用した情報発信に取り組み､消費者理解を促進することが必要です｡

地方における訪日外国人旅行者誘致の取組に向けた支援
1 ｢明日の日本を支える観光ビジョン｣では､ MICE誘致･開催の支援体制を抜本的に改善し､世界で戦える日本のMICEへと成

長させるため､官民連携の横断組織を構築し､オ-ルジャパン体制での支援を実施する方針が示されています｡本県でも､伊勢志

摩サミット開催を千載｣遇の好機として､国際会議を中心としたMICE誘致･開催促進を担当する人員を新たに配置するとともに､
三重県の特性に応じたMICE誘致･開催に向けた取組方針を策定しMICE誘致促進補助金を創設するなど､さらなる誘致をめざし

ています｡ 2015年に日本で開催された国際会議は2,847件(JNTO (日本政府観光局)国際会議統計)で､ 2006年のl,670件の約

l. 7倍増となっていますが､開催が大都市圏に集中しており､さらなる地方への波及効果が求められます｡

2　2020年の東京オリンピック･パラリンピック開催に向けて訪日外国人旅行者が増大すると見込まれる中､観光庁では､対前年

度104%となる256億円の平成29年度当初予算を計上し､訪日外国人旅行者のストレスフリ-な移動･滞在の実現として､全予

算額の約33%の85.5億円の予算を確保されました｡その中で､外国人旅行者にも利用しやすい公衆トイレの洋式化等､ホテル･

旅館の快適な環境への改善等を促すため､宿泊事業者に対しての補助制度として宿泊施設インバウンド支援事業を実施しています｡

しかし､外国人旅行者の行動形態が｢モノ消費｣から｢コト消費｣へ多様化していることをふまえ､同事業を訪日外国人誘致に積

極的な体験施設等事業者が利用できるよう､従来の団体申請ではなく個別申請を認めるなど申請手続きの簡略化と対象業種の拡充
が望まれます｡
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5　中部国際空港への二本目滑走路整備による完全24時間化の早期実現に向けた支援強化
(国土交通省や　観光庁)

【提言〃提案事項】圃,圃

わが国の中枢機能をより大きく分担することとなるリニア中央新幹線開業後の中部圏の将来像を見据え､中部国際空港への二本目滑走

路の整備による完全24時間化の早期実現に向けた検討を進めるとともに.主にインパウンド需要創出の観点から､空港の機能強化およ
び利用促進につながる､二次交通等アクセス機能の充実･強化に向けた支援を拡充すること｡
1リニア開業後の中部圏の将来像を見据え､中部国際空港の需要拡大に向けた調査検討に引き続き取り組むこと｡

2　インパウンド需要の拡大に資する､二次交通機能の強化やサービス拡大の取組への支援を拡充するとともに､新たなインパウンド向

けサービス等の創出に向け､地方自治体等や交通事業者と連携した中期的な実証実験等に積極的に取り組むこと｡

《現状･'課題等が

1　中部国際空港は､平成17年2月の開港以来､わが国の国際拠点空港として着実にその役割と責任を果たしてきており､平成27年8月

に閣議決定された国土形成計画においても､ ｢中部国際空港については現在は滑走路が1本であるが､成田･関西空港と並ぶ国際拠点空

港であり､需要動向を踏まえ､完全24時間化を促進し､アジアのゲ-トウェイとして空港機能の充実を図る必要がある｡ (抜粋)｣と明確

に位置づけられています｡平成39年のリニア中央新幹線の東京･名古屋間開業により､中部圏はわが国の中枢機能をより大きく分担する

こととなり､中部国際空港は､首都圏と直結した巨大都市圏の国際ゲ巾トウェイとしての｣翼を担う国際空港として､より大きな役割を

担うこととなるため､国際拠点空港の世界標準である完全24時間化に向けた二本目滑走路の早期整備を図る必要があります｡

2　政府は訪日外国人旅行者数を2020年までに4, 000万人に､ 2030年までに6, 000万人にする目標を掲げています｡中部国際空港は中部圏の

国際ゲ-トウェイとしてこの高い目標の達成に貢献していく必要があり､本県においても訪日外国人誘致を重要施策と位置づける中で､

交通政策の観点から､中部国際空港の機能強化や利便性の向上によるインバウンドの増加を図る取組を重点的に進めているところです｡

今後のインバウンドの鍵となる､ FIT(外国からの個人旅行者)の増加を図るには　地方の観光スポット等への訪問や周遊を容易にする
ことで､新たな需要を喚起させることが効果的であり､そのためには空港と地方とを結ぶ二次交通機能の充実･強化が必要不可欠です｡

このため､二次交通におけるインバウンド向け路線の開設や増便､予約システムの開発､広域周遊パスの試行導入など　定着までに｣

定の期間を要するインバウンド対策について､交通事業者等の初期投資の軽減を図り､導入を促進するため､現行のインバウンド補助金
の対象事業の拡充や予算の増額を図るなどの支援措置が必要です｡

また､地方自治体等や交通事業者と連携し､訪日外国人旅行者向けの新たなサ南ビスや商品の開発に資する市場調査､実証実験等を十

分な期間を確保して企画･実施することが､地方のインバウンド需要の拡大と定着を図る上で有効です｡

県担当課名　地域連携部交通政策課

関係法令等　空港法

卑
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児童虐待の予防･母子保健施策を通じた虐待予防
1児童相談所における児童虐待の法的対応力.介入型支援の強化や.関係機関の連携･協力体制構築のための財政措置を充実する

こと｡また､児童相談の第一義的な窓口である市町村の相談体制の強化のための財政措置を充実させること｡

2　児童虐待などを原因として､児童養護施設等で生活している児童が､より家庭に近い環境で生活できるよう整備を進めている中で､

家庭的ケアにおける児童の処遇向上と職員の勤務条件の緩和に向けて.さらなる小規模グループケア体制への職員加配等の充実を

図ること｡

3　新たに創設された｢産婦健康診査事業｣の財源の確保を図り､全ての市町村を対象とした補助制度とすること｡

産婦健診に併せて行う新生児(2週間･ 1か月)の健診費用についても実情に応じた費用助成を行うこと｡

《現状･課題等が

子どもの貧困対策
O　｢子供の貧困対策に関する大綱｣では､ ｢地域における施策推進への支援｣として､地域の実情をふまえた子どもの貧困対策につい
て､地方自治体の取組の支援を行うこととされています｡また､ ｢子供の未来応援国民運動｣が平成27年10月から本格的に始動しま
した｡

本県では､県内における子どもの貧困の現状を具体的に把握するため,平成27年度に､児童相談所､福祉事務所､保育所､小中学
校等への詳細な聴き取り調査を行い､子どもの貧困対策計画を策定しました｡計画の推進にあたり､子どもの貧困率や､国内外の調
査研究･先進事例等の情報提供を行うとともに､取組を支援する必要があります｡

○　本県では､貧困の連鎖の防止の重要性から､ ｢みえ県民カビジョン･第二次行動計画｣ (計画期間:平成28年度から31年度)にお
いて､全ての市町で生活困窮家庭(生活保護世帯も含む)またはひとり親家庭に対する学習支援事業が利用できる体制を整備するこ

ととしていますが､平成28年度においては､この学習支援事業が利用できる市町は県内29市町のうち23市町にとどまっています｡

住んでいる地域によって学習支援事業を利用できない子どもが生じることのないよう､国庫負担率(1/2)を引き上げ各自治体
が事業に取り組みやすい体制を整備することが必要です｡

○　高等職業訓練促進給付金については､平成28年度から給付期間が3年に､給付対象資格が修業期間l年以上に拡大されましたが､
給付額は平成24年度以降の適用分から減額されたままとなっています｡
ひとり親家庭の修業期間中の生活負担を軽減するため､高等職業訓練促進給付金を増額する必要があります｡

○　児童扶養手当については､法律で年3回(4月､ 8月､ 12月)のまとめ支給と定められています｡また､第2子以降の手当額につ
いては､平成28年8月支給分から､第2子手当額5,000円が10,000円(平成29年4月から物価スライド適用で9,990円)に､第3

子以降の手当額3,000円が6,000円(平成29年4月から物価スライド適用で5,990円)に引き上げられたところですが､第1子の手

当額42,330円(平成29年4月から物価スライド適用で42,290円)とは大きな差があります｡

ひとり親家庭の生活の安定を図るため,児童扶養手当の支給回数を増やし､手当額を増額する必要があります｡また､支給回数が
増えることに伴い必要となる費用について財政的支援が必要です｡
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11農業の競争力強化および安全.安心.な農村づくIJに向けた農業農村整備事業の推進

【提言･提案項目】
(農林水産省)

1　基幹水利施設の機能保全や更新整備を行う国営施設機能保全事業および国営施設応急対策事業を着実に推進すること｡またへ国営か

んがい排水事業で造成した安濃ダムの堆砂対策の継続"強化を検討すること｡

2　農業用ため池･排水機場等の老朽化,耐震対策の着実な推進に向けて.農村地域防災減災事業の国庫補助率の嵩上げ等による地元負

担の軽減を図るとともに.同事業のうち平成30年度までとなっているハザードマップ作成などのソフト対策の国の定額補助期限を延

長すること｡

3　今後も補修･更新が必要な農業水利施設等が数多く存在することから.平成30年度までとなっている農業水利施設保全合理化事業

の採択期間を延長するなど､水管理の省力化や水利施設の安全性向上等に向けた事業を継続すること｡

《現状･課題等〉

1　本県には､国営事業により造成された基幹水利施設として､中勢用水､青蓮寺用水､宮月旧水があり､農業生産性向上に大きく貢

献しています｡しかし､その施設の多くは老朽化が進行しているため､引き続き､国営事業により更新整備を進めていただく必要が

あります｡また､安濃ダムでは､計画を上回る堆砂により利水に影響が生じているため､早急に抜本的な堆砂対策を実施する必要が

あります｡

2　県では､災害に強い安全･安心な農村づくりに向けて､三重県農業農村整備計画に基づき､ハ-ド･ソフト両面の対策を実施して

います｡南海トラフ地震や内陸直下型地震､年々厳しさを増す風水害など､災害発生の緊迫性が高まっている中､損壊により甚大な

被害が懸念される農業用ため池や排水機場等の老朽化･耐震対策を着実に進める必要があります｡

また､こうした対策の効果は､広く地域住民の生命や財産の保全に及ぶため､国庫補助率の嵩上げ等､地元負担の軽減を図るとと

もに､平成30年度までとなっているハザ-ドマップ作成などの国の定額補助については､早急な対策を要する農業用ため池が数多

く存在するため､制度の延長が必要です｡

3　県内には､標準耐用年数を超過するなど老朽化した農業水利施設等(用水路･排水路等)が数多く存在することから､今後も､補

修･更新等の保全･合理化整備を計画的に実施する必要があります｡このため､平成30年度までとなっている農業水利施設保全合

理化事業の採択期間を延長するなど､機能保全計画策定に要する経費の国の定額補助を含む施設整備事業の継続が必要です｡

県担当課名　農林水産部農業基盤整備課

関係法令等　土地改良法.農村地域防災減災事業実施要綱へ　農業水利施設保全合理化事業実施要綱
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1 2 ｢国民の安全,安心の確保｣. ｢生産性向上による成長力の強化｣へ｢地域の活性化と豊かな暮らしの実現｣

に資する社会資本整備の推進
(国土交通省へ気象庁)

【提言･提案項目】

1東海環状自動車道東員量Cへ大安IC (仮)間を平成30年度開通､大安重C (仮) -岐阜県境間の開通見通しを早期公表すること｡

新名神高速道路を一日も早く全線開通すること｡

中京圏の高速道路の整備においても｢道路を賢く使う取組｣を検討すること｡
2　熊野尾鷲道路用期)の開通見通しを早期公表すること｡

用地買収を支援する｢近畿道紀勢線推進プロジェクトチ-ム｣の活用による熊野道路･新宮紀宝道路の整備を推進すること｡

熊野重Cへ紀宝量C間の未事業化区間(約16k m)を平成30年度新規事業化すること｡

3　国道1号北勢バイパスの整備を推進､開通見通しの早期公表をすること｡

国道23号中勢バイパスの整備を推進､開通見通しを早期公表､既開通区間の4車線化や立体化を推進すること｡

鈴鹿四日市道路を平成30年度新規事業化すること｡
4　国道1号桑名東部拡幅(伊勢大橋架替)の整備を推進すること｡

国道42号松阪多気バイパスの整備推進および今後の企業立地の増加に対応した既開通区間の4事化や立体化の早期着手をするこ
と｡

5　名神名阪連絡道路の早期事業化に向け､直轄調査による技術的な検討を推進すること｡

鈴鹿亀山道路の早期事業化に向け､技術的な支援をすること｡
6　南海トラフ巨大地震による津波浸水被害を軽減するため.木曽三川および鈴鹿川.雲出川.櫛田川.宮川において地震･津波対

策を推進すること｡
7　川上ダムは､平成34年度の工期までに一日も早く完成すること｡

木津川･服部川･柘植川および名張川の直轄河川改修事業を推進すること｡
三重県内における木津川水系直轄砂防事業を推進すること｡

8　七里御浜海岸における侵食対策を直轄事業化すること｡

熊野川直轄河川改修事業を推進すること｡

協議会でとりまとめた取組を確実に実施するため､国によるマネジメント強化すること｡
9　平成33年開催｢三重とこわか国体｣会場を含む周辺の直轄海岸事業を強力に推進すること｡

10　国営木曽三川公園(桑名七里の渡し公園)を早期に全面開園すること｡

11市町における警戒避難体制を支援するため､土砂災害警戒判定メッシュ情報を細分化して､システムの高解像度化を図ること｡
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